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は じ め に

「東京の土地（土地関係資料集）」は、東京都をはじめ区市町村、民間事業者が都市づくり

の政策を展開していくための基礎資料とするとともに、土地・建物等に関する様々な統計デー

タを示し、できる限り多くの都民に活用していただくことを目的に作成しているものです。

昭和 50 年以来毎年発行を続け、今回で 47 回を数えます。

本資料集では、主に次のデータを記載しております。

①東京及び全国の地価の動向

②土地の地目・用途別の所有者数・面積

③建物の用途別の床面積

④土地の取引、売買及び相続の件数・面積

資料の収集・分析に当たっては、区市町村及び関係各方面の多くの方々に御協力を頂きまし

た。この場を借りて深く感謝申し上げます。

こうした資料が、広く皆様のお役に立てば幸いです。

令和３年 11 月 東京都都市整備局都市づくり政策部



ii 

目 次 

 は  じ  め  に    ⅰ 

本編  東京の土地 

第１章  土地・建物の状況 1 

 １ 地価の動向 2 

２ 土地取引の動向 16 

３  新規分譲マンションの状況  21 

４  土地資産の動向  26 

 ５ 東京都における用地費と都市基盤の整備    28 

 ６ 土地の所有・利用状況の変化 31 

７  事務所床面積の動向     37 

第２章  令和２年度の土地をめぐる主な動き   47 

第３章  土地所有状況 55 

１  民有地の面積  56 

 ２ 土地所有者数 61 

 ３ 土地の細分化状況 62 

 ４ 大規模土地所有状況 65 

第４章  土地利用状況 67 

 １ 地目別の土地利用状況 68 

 ２ 市街化区域内農地の状況 72 

 ３ 宅地の用途別内訳 75 

第５章  建物利用状況 79 

 １ 建物床面積の用途別内訳 80 

 ２ 建物床面積の増減状況 82 

 ３ 建物の不燃化率 84 

 ４ 概算容積率、指定平均容積率及び容積充足率 86 

５ 建物床面積の建築年別内訳 90 

６ 拠点等各地区周辺における事務所床面積の建築年別内訳      93 

７ 空き家数及び空き家率 103 

第６章  土地取引状況    117 

 １ 東京の土地取引 118 



iii 

 ２ 区別の土地取引 120 

３ 取引主体（買主）別の土地売買 122 

 ４ 面積規模別の土地売買 124 

 ５ 土地相続の状況 126 

第７章  地  価        129 

 １ 東京の地価動向 130 

２ 全国及び主要都市の地価動向 136 

付表・付図 

 付表１－１  事務所（銀行を含む。）床面積の推移 145 

 付表１－２  事務所（銀行を含む。）床面積の各年中増加量の推移 146 

付表１－３  事務所（銀行を含む。）床面積の対前年増加率の推移 147 

付表１－４  事務所（銀行を含む。）着工床面積の推移 148 

 付表２－１  区市別・面積別・所有者別土地所有状況（全地目） 149 

 付表２－２  区市別・面積別・所有者別土地所有状況（宅地） 159 

 付表２－３  区市別・面積別・所有者別土地所有状況（農地） 169 

付表２－４  区市別・面積別・所有者別土地所有状況（山林） 177 

付表２－５  区市別・面積別・所有者別土地所有状況（その他） 184 

付表３－１  建物床面積（用途別）の推移      194 

 付表４－１  月次別土地取引件数の推移 195 

 付表４－２－１ 区別年次別土地取引状況及び法人関与率 197 

付図４－２－２ 区部土地取引件数及び法人関与率の推移 202 

付表４－３ 区別年次別買主別（個人・法人・国等） 

土地売買状況の推移 203 

付表４－４  区別買主別面積規模別の土地売買状況 

（個人・法人・国等） 205 

付図表４－４－１  区部面積規模別買主別の土地売買の推移     208 

付表４－５ 区別月別土地取引状況 214 

付表５－１  地価公示価格 平均価格の推移（住宅地） 215 

付表５－２  地価公示価格 平均価格の推移（商業地） 216 

付図５－３ 地価公示価格 平均価格の推移 217 

付表５－４  地価公示価格 用途別対前年変動率の推移 218 

付表５－５  地価公示価格 累積変動率の推移（住宅地） 222 



iv 

付表５－６  地価公示価格 累積変動率の推移（商業地） 223 

付表５－７  東京都基準地価格 用途地域別平均価格 224 

付表５－８  東京都基準地価格 平均価格の推移（住宅地）      225 

付表５－９  東京都基準地価格 平均価格の推移（商業地）      226 

付図５－10 東京都基準地価格 平均価格の推移    227 

付表５－11 東京都基準地価格 用途地域別対前年変動率     228 

付表５－12 東京都基準地価格 用途別対前年変動率の推移     229 

付表５－13 東京都基準地価格 累積変動率の推移（住宅地）   232  

付表５－14 東京都基準地価格 累積変動率の推移（商業地）   233 



v 

《本資料集を御利用いただく上での御注意》 

・ 本資料集の概要版などの関連資料を、発行後、東京都都市整備局の都市づくり政策の WEB

サイト（http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/seisaku/index.html 令和３年 11 月現

在）に順次掲載していく予定です。 

・ 統計表中の実数及び構成比は、端数処理のため総数と内訳合計が一致しない場合があり

ます。 

・ 名目国内総生産などでは、数値を遡及修正しているため、前年版と数値が一致しない場

合があります。 

・ 平成７年９月１日に秋川市と五日市町が合併してあきる野市となっていますが、合併以

前の数値については、統計表上、あきる野市として遡及修正しています。 

・ 平成 13 年１月 21 日に田無市と保谷市が合併して西東京市となっていますが、合併以前

の数値については、統計表上、西東京市として遡及修正しています。 

・ 地価公示価格に関する一部の図表については、過年度データを修正した箇所があります。 

・ 本資料集において、土地取引又は土地売買について扱っている項目内で、「取引主体」又

は「売買主体」と称しているのは、特段の記述がない限り、譲受側又は買受側の主体を示

しています。

・ 本資料集の作成に際しては、極力正確を期していますが、記載内容は飽くまで参考資料

です。本資料集の掲載内容を利用されたことにより、利用者及び第三者に損害が生じても、

編集者、発行者及び印刷者はいかなる場合においても、損害賠償その他一切の責任を負い

ません。 

○地価公示、基準地価格における累積変動率、対前年変動率などについて

１）ある年の累積変動率

＝前の年の累積変動率×{１＋（その年の対前年変動率）／100}です。

例えば、「昭和 58 年を 100 とした令和２年の累積変動率」とは、

昭和 58 年の累積変動率を 100 として、次の式で求めます。

100×{１＋（昭和 59 年の対前年変動率）／100} 

×{１＋（昭和 60 年の対前年変動率）／100} 

×・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

×{１＋（令和２年の対前年変動率）／100} 

×{１＋（令和３年の対前年変動率）／100} 

となります。 

昭和 59 年から令和３年までの間の 

{１＋（各年の対前年変動率）／100} 

の値を累積します。
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２）ある区域のある年の対前年変動率

① その区域の中で、その年の前年とその年で連続して地価を調査している地点（継続地

点）ごとに次の値を算出します。

100×{(その年の地価)÷(その年の前年の地価)－１} 

② ①の値をその区域内で平均します（Σは、区域内の総和）。

Σ〔100×{(その年の地価)÷(その年の前年の地価)－１}〕÷(その区域内の継続地点の数) 

①及び②の計算結果は、四捨五入により小数点以下第一位まで算出します。

３）「下落率」＝（「令和３年の累積変動率」／「累積変動率の最大値」－１）×100

４）「全用途（林地を含む。）」の用途の構成は、住宅地、商業地、準工業地、工業地、宅地見

込地、市街化調整区域内宅地及び林地です。

５）「全用途」の用途の構成は、住宅地、商業地、準工業地、工業地、宅地見込地及び市街化

調整区域内宅地です。
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